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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内周面に冷却液を流通させる冷却液通路を形成する冷却溝を備えるハウジングと、
　前記ハウジングより大きい弾性係数を備える金属により薄肉円筒状に形成され、前記ハ
ウジング内周面に嵌合固定されて前記冷却液通路を形成する冷却溝を内周側から閉塞する
と共に、内周側にステータを保持する保持部品と、を備え、
　前記保持部品は、その外周面に冷却液通路を形成する中子を保持させた状態で、ハウジ
ングの鋳造型に据え付けて、ハウジングの鋳造時に鋳ぐるみにより一体形成して固定され
ることを特徴とする回転電機の冷却構造。
【請求項２】
　前記保持部品は、その表面の少なくともハウジングに鋳ぐるみにより一体固定される領
域において、ハウジング素材と同等の材料により溶射皮膜が形成されていることを特徴と
する請求項１に記載の回転電機の冷却構造。
【請求項３】
　前記保持部品は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その板厚を一般断
面部より薄く形成されていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の回転電機
の冷却構造。
【請求項４】
　前記保持部品は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その板厚を一般断
面部より薄く形成されていることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか一つに記
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載の回転電機の冷却構造。
【請求項５】
　前記保持部品は、少なくとも鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その外
周部に複数の軸方向リブを備えることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか一つ
に記載の回転電機の冷却構造。
【請求項６】
　前記保持部品は、内周側に保持するステータと同等の線膨張係数を備える金属により形
成されていることを特徴とする請求項１から請求項５のいずれか一つに記載の回転電機の
冷却構造。
【請求項７】
　前記保持部品は、回転電機のロータを、軸受けを介して回転自在に支持する少なくとも
一方の側壁を一体に連結して備えることを特徴とする請求項１から請求項６のいずれか一
つに記載の回転電機の冷却構造。
【請求項８】
　前記保持部品及び側壁は、薄肉金属板により一体に形成されていることを特徴とする請
求項７に記載の回転電機の冷却構造。
【請求項９】
　前記ハウジングは、前記冷却溝を備えた内周壁と、前記冷却溝を閉塞して内周壁の内周
面に嵌合する保持部品の軸方向端部に固定された一方の側壁と、前記内周壁の開口端に係
合させて配置された他方の側壁と、で構成され、内部に、保持部品の内周に保持させたス
テータと、ステータ内周側において前記両側壁に軸受けにより回転軸と共に回転可能に配
置したロータと、を収容して構成され、
　車両のクラッチ機構を収容して変速機の前方に配置される外側ハウジング内に嵌合配置
されることを特徴とする請求項７又は請求項８に記載の回転電機の冷却構造。
【請求項１０】
　内周面に冷却液を流通させる冷却液通路を形成する冷却溝を備えるハウジングと、薄肉
円筒状に形成され、前記ハウジング内周面に嵌合固定されて前記冷却液通路を形成する冷
却溝を内周側から閉塞すると共に、内周側にステータを保持する保持部品と、を備える回
転電機の製造方法において、
　前記保持部品は、その外周面に冷却液通路を形成する中子を保持させた状態で、ハウジ
ングの鋳造型に据え付けて、ハウジングの鋳造時に鋳ぐるみにより一体に固定されること
を特徴とする回転電機の製造方法。
【請求項１１】
　前記保持部品は、ハウジングより大きい弾性係数を備える金属により薄肉円筒状に形成
されることを特徴とする請求項１０に記載の回転電機の製造方法。
【請求項１２】
　前記保持部品は、その表面の少なくともハウジングに鋳ぐるみにより一体固定される領
域において、ハウジング素材と同等の材料により溶射皮膜が形成され、
　鋳ぐるみ時に前記溶射皮膜がハウジング素材の溶湯と密着されることを特徴とする請求
項１０または請求項１１に記載の回転電機の製造方法。
【請求項１３】
　前記保持部品は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その板厚を一般断
面部より薄く形成され、
　鋳ぐるみ時に前記端部領域の温度上昇を促進してハウジング素材の溶湯と密着されるこ
とを特徴とする請求項１０から請求項１２のいずれか一つに記載の回転電機の製造方法。
【請求項１４】
　前記保持部品は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その外周部に突出
する環状の突起を備え、
　鋳ぐるみ時に前記環状の突起がハウジング素材の溶湯に取囲まれることを特徴とする請
求項１０から請求項１３のいずれか一つに記載の回転電機の製造方法。
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【請求項１５】
　前記保持部品は、少なくとも鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その外
周部に複数の軸方向リブを備え、
　鋳ぐるみ時に前記軸方向リブがハウジング素材の溶湯に取囲まれることを特徴とする請
求項１０から請求項１４のいずれか一つに記載の回転電機の製造方法。
【請求項１６】
　前記保持部品は、内周側に保持するステータと同等の線膨張係数を備える金属により形
成されていることを特徴とする請求項１０から請求項１５のいずれか一つに記載の回転電
機の製造方法。
【請求項１７】
　前記保持部品は、回転電機のロータを、軸受けを介して回転自在に支持する少なくとも
一方の側壁を一体に連結して備えることを特徴とする請求項１０から請求項１６のいずれ
か一つに記載の回転電機の製造方法。
【請求項１８】
　前記保持部品及び側壁は、薄肉金属板により一体に形成されていることを特徴とする請
求項１７に記載の回転電機の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機の冷却構造およびその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から通電によるステータのコイルの発熱及び内部磁束の影響によるステータコアの
発熱を冷却するため、ステータ外周のハウジング部分に冷却液通路を備える電動機の冷却
構造が知られており、この冷却液通路はハウジングの鋳造時に中子を使用することにより
形成して冷却液の水密性を確保するようにしている。
【０００３】
　しかしながら、中子により冷却液通路を形成する場合には、中子の位置ずれを考慮して
水路周囲のハウジング肉厚を厚肉とする必要があり、結果としてハウジング外径が大きく
なり、車体フロアとの干渉を避ける必要等から、電動機のレイアウトの自由度が低くなる
という問題点があり、また、製造時においても、中子の位置出しに時間がかかり、ハウジ
ング製造コストが高くなるという問題点があった。
【０００４】
　上記した問題点を解消するため、冷却水の電動機内部への漏れを防止しつつ冷却性能を
向上させようとする電動機の冷却構造が提案されている（特許文献１参照）。これは、環
状の冷却溝を備えるハウジングの内周面に焼き嵌めによってステータを固定して、ステー
タの外周面とハウジング内周面とで冷却水ジャケットを構成し、冷却水の電動機内部への
漏れを、ステータコアの少なくとも焼き嵌め部に接着剤を塗布することにより水密性を確
保するようにしている。
【特許文献１】特開２００４－３５７４７２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上記従来例のように、ハウジング内周とステータ外周とを常時接触させるた
めにハウジング内周とステータ外周との締め代を大きくして焼き嵌め等で固定した場合に
、ハウジングには大きいフープ応力が発生する。ところで、ハウジングの素材として、例
えば、ステータより線膨張係数が大きいアルミニウム系金属が使用されることが一般的で
ある。しかし、このような場合には、発生するフープ応力をこのハウジング材の許容応力
以下に抑えるために、水路周囲のハウジング肉厚を厚肉とする必要がある。結果として、
ハウジング外径が大きくなり、この場合においても、車体フロアとの干渉が発生する等、
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レイアウトの自由度が低くなるという不具合が解消できない。また、ハウジング内周とス
テータ外周との締め代を大きくして焼き嵌め等で固定した場合には、ハウジングの変形も
大きくなり、ハウジングのシール面やロケート穴、ボルト挿入穴等のハウジング寸法精度
が低下するという不具合もある。
【０００６】
　そこで本発明は、上記問題点に鑑みてなされたもので、冷却性能および冷却液の漏れに
対する信頼性を向上させつつハウジング肉厚増加の抑制に好適な回転電機の冷却構造およ
びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、内周面に冷却液を流通させる冷却液通路を形成する冷却溝を備えるハウジン
グと、前記ハウジングより大きい弾性係数を備える金属により薄肉円筒状に形成され、前
記ハウジング内周面に嵌合固定されて前記冷却液通路を形成する冷却溝を内周側から閉塞
すると共に、内周側にステータを保持する保持部品と、を備え、前記保持部品は、その外
周面に冷却液通路を形成する中子を保持させた状態で、ハウジングの鋳造型に据え付けて
、ハウジングの鋳造時に鋳ぐるみにより一体形成して固定されるようにした。
【発明の効果】
【０００８】
　したがって、本発明では、ハウジングより大きい弾性係数を備える金属により薄肉円筒
状に形成され、ハウジング内周面に嵌合固定されて前記冷却液通路を形成する冷却溝を内
周側から閉塞する保持部品を備えるため、冷却液通路の内周側の肉厚寸法を薄肉にするこ
とが可能となり、その分だけ、ハウジング外径を小さくすることができる。
　また、その弾性係数をハウジングの弾性係数より大きくした金属により形成された保持
部品がその高い弾性によりハウジングの周壁内面に密着するため、ハウジングに生じるフ
ープ応力が過大となることを抑制でき、冷却液通路の周囲のハウジング肉厚も比較的薄肉
とでき、前記冷却液通路の内周側肉厚の減少と相まって、ハウジング外径をより小型化で
きる。結果として、車体フロア等の他部品との干渉が発生することを防止でき、レイアウ
トの自由度を高くできる。
　さらに、保持部品は、その外周面に冷却液通路を形成する中子を保持させた状態で、ハ
ウジングの鋳造型に据え付けて、ハウジングの鋳造時に鋳ぐるみにより一体形成して固定
されることにより、その位置精度および形状精度が確保でき、また、鋳造型に保持部品を
据え付けるだけで容易に位置出しを行うことが可能となり、製造コストを低く抑えること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の回転電機の冷却構造およびその製造方法を各実施形態に基づいて説明す
る。
【００１０】
　（第１実施形態）
　図１は、本発明を適用した回転電機（モータ、または発電機、またはモータ兼発電機）
の冷却構造およびその製造方法の第１実施形態を示す回転電機の断面図である。図１にお
いて、回転電機１のハウジング２は、一方が開いた略円筒状の周壁２Ａと、この周壁２Ａ
と一体に連なって軸方向一端を閉塞する側壁２Ｂと、周壁２Ａの開口内に嵌合して軸方向
他端を閉塞する側板２Ｃと、からなる。ハウジング２の周壁２Ａは側板２Ｃが嵌合した部
分より更に軸方向に延長され、その先端には、図示しない他のハウジング類との連結部と
なるフランジ２Ｄを備える。ハウジング２内には、円柱形のロータ３が収容される。ロー
タ３は、その回転軸３Ａの両端がそれぞれベアリング４を介して側壁２Ｂ、側板２Ｃに支
持され、回転軸３Ａを中心に回転自在となっている。前記ハウジング２の周壁２Ａの内周
面には、円筒状の保持部品６が嵌合されている。また、保持部品６の内周面に円筒形のス
テータ５が、ロータ３の外周を取囲むように配置される。ステータ５の内周面とロータ３
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の外周面との間には、所定の間隙が設けられている。
【００１１】
　なお、回転軸３Ａの側壁２Ｃを貫通した先端側は、図示しないクラッチ機構を介してエ
ンジンに連結されており、また、側壁２Ｂを貫通した先端側は、図示しない変速機の入力
軸に連結され、変速機を介して車両の駆動系統に連結されている。従って、車両はエンジ
ンよりの駆動力と回転電機１の駆動力とのいずれか一方及び両者の駆動力により走行可能
となっている。
【００１２】
　前記保持部品６が嵌合するハウジング２の周壁２Ａの内周面には、冷却液通路７を構成
する冷却溝７Ａが、例えば、円周方向に連ねて環状に形成され、保持部品６はこの冷却溝
７Ａを軸方向に跨いで周壁２Ａの内周面に嵌合している。前記保持部品６と周壁２Ａの内
周面に形成した冷却溝７Ａで形成する冷却液通路７には、周壁２Ａに設けた図示しない冷
却液入口から冷却液が供給され且つ図示しない冷却液出口から排出されることにより、冷
却液が循環流動される。冷却液通路７を循環する冷却液は、薄肉の保持部品６を介在させ
て内周に嵌合されているステータ５およびステータ５に巻回されているコイル５Ａから吸
熱して、これらを冷却する。
【００１３】
　前記周壁２Ａの内周面への円筒状保持部品６の固定は、例えば、ハウジング２の鋳造成
型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する方法や、ハウジング２の成形後に焼嵌めや圧
入により挿入して固定する方法がある。即ち、鋳ぐるみにより一体成形する場合には、外
周面に中子を一体に保持させた保持部品６をハウジング２の鋳型の一部として形成するこ
とで、鋳造と同時に保持部品６が一体に固定されたハウジング２を得ることができる。ま
た、ハウジング２の成形後に焼嵌めや圧入する場合には、焼嵌めではハウジング２を加熱
昇温させた状態保持部品６を内周に挿入し、後にハウジング２を冷却することにより、ま
た、圧入ではハウジング２を加熱昇温させることなく、予め圧入代を確保する内径寸法に
形成されたハウジング２の内周面に挿入することにより、保持部品６が一体に固定された
ハウジング２を得ることができる。
【００１４】
　そして、本実施形態においては、前記円筒状の保持部品６は、薄肉に形成され、且つそ
の弾性係数をハウジング２の弾性係数より大きくしている。即ち、ハウジング２の弾性係
数Ｅａ＜保持部品６の弾性係数Ｅｓ＞としている。ハウジング材より弾性係数が大きい薄
肉な保持部品６をハウジング２の内周面に配置した構造とすることにより、冷却液通路７
の内周側の肉厚寸法を薄肉にすることが可能となり、その分だけ、ハウジング２の外径を
小さくすることができる。また、ハウジング２の周壁２Ａに作用するフープ応力は、保持
部品６を鋳ぐるみでハウジング２に一体化する場合には最小とでき、また、焼嵌めや圧入
で一体化する場合においても、保持部品６の弾性係数をハウジング２の弾性係数より大き
くしているため、保持部品６がその高い弾性によりハウジング２の周壁２Ａ内面に密着す
るため、過大となることを抑制できる。したがって、冷却液通路７の周囲のハウジング２
の肉厚も比較的薄肉とでき、ハウジング２の外径の増加を抑制でき、前記冷却液通路７の
内周側肉厚の減少と相まって、ハウジング２の外径をより小型化できる。結果として、車
体フロア等の他部品との干渉が発生することを防止でき、レイアウトの自由度を高くでき
る。
【００１５】
　また、本実施形態においては、前記円筒状の保持部品６の線膨張係数を、ステータ５と
概ね同等となる素材により形成している。このように、保持部品６の線膨張係数をステー
タ５と同等にすることで、ハウジング２の周壁２Ａの内周面を形成する保持部品６とステ
ータ５の外周とを常時接触させるための締め代を最小値、例えばゼロ、と非常に小さくす
ることが可能となり、ハウジング２の変形を微小にすることが可能となる。従って、例え
ば、ハウジング２がアルミニウム系金属でステータ５より線膨張係数が大きい場合であっ
ても、ハウジング２の内周（保持部品６）とステータ５外周との締め代が低下されること
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により、ハウジング２の変形を抑制できる。結果として、ハウジング２に形成するシール
面やロケート穴、ボルト挿入穴等のハウジング２の寸法精度の悪化を抑制できる。
【００１６】
　本実施形態においては、以下に記載する効果を奏することができる。
【００１７】
　（ア）ハウジング２より大きい弾性係数を備えて薄肉円筒状に形成され、ハウジング２
の内周面に嵌合固定されて前記冷却液通路７を形成する冷却溝７Ａを内周側から閉塞する
保持部品６を備えるため、冷却液通路７の内周側の肉厚寸法を薄肉にすることが可能とな
り、その分だけ、ハウジング２の外径を小さくすることができる。また、その弾性係数を
ハウジング２の弾性係数より大きくした保持部品６がその高い弾性によりハウジング２の
周壁２Ａ内面に密着するため、ハウジング２に生じるフープ応力が過大となることを抑制
でき、冷却液通路７の周囲のハウジング２の肉厚も比較的薄肉とでき、前記冷却液通路７
の内周側肉厚の減少と相まって、ハウジング２の外径をより小型化できる。結果として、
車体フロア等の他部品との干渉が発生することを防止でき、レイアウトの自由度を高くで
きる。
【００１８】
　（イ）保持部品６は、内周側に保持するステータ５と同等の線膨張係数を備えることに
より、ハウジング２の周壁２Ａの内周面を形成する保持部品６とステータ５の外周とを常
時接触させるための締め代を最小値、例えばゼロ、と非常に小さくすることが可能となり
、ハウジング２の変形を微小にすることが可能となる。従って、例えば、ハウジング２が
アルミニウム系金属でモータステータ５より線膨張係数が大きい場合であっても、ハウジ
ング２内周（保持部品６）とステータ５外周との締め代が低下されることにより、ハウジ
ング２の変形を抑制できる。結果として、ハウジング２に形成するシール面やロケート穴
、ボルト挿入穴等のハウジング２の寸法精度の悪化を抑制できる。
【００１９】
　（第２実施形態）
　図２、３は、本発明を適用した回転電機の冷却構造およびその製造方法の第２実施形態
を示し、図２は回転電機の冷却構造の使用する保持部品および中子を示す第１実施例の断
面図、図３（Ａ）～（Ｃ）は回転電機の冷却構造の使用する保持部品および中子を示す第
２実施例の断面図である。本実施形態においては、保持部品をハウジングの鋳造成型時に
鋳ぐるみにより一体形成して固定する構成を第１実施形態に追加したものである。なお、
第１実施形態と同一装置には同一符号を付してその説明を省略ないし簡略化する。
【００２０】
　図２に示す回転電機１の冷却構造の第１実施例においては、保持部品６をハウジング２
の鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する方法が採用される。前記冷却液通路
７を形成する中子８は、保持部品６をハウジング２に鋳ぐるむ前に、保持部品６の外周に
形成させる。冷却液通路７を形成する中子８は、保持部品６の外周面に形成され保持され
ることにより、その位置精度および形状精度が確保でき、また、鋳造型に保持部品６を据
え付けるだけで容易に位置出しを行うことが可能となり、製造コストを低く抑えることが
できる。従って、冷却液通路７を中子８で形成する場合において、中子８の位置出しに時
間がかかり、ハウジング２の製造コストが高くなるという不具合が発生しない。
【００２１】
　図３は、保持部品６をハウジング２の鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定す
る場合の回転電機１の冷却構造の第２実施例である。前記保持部品６をハウジング２の鋳
造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する場合に、保持部品６の外周とハウジング
２の周壁２Ａの内周面との接触境界面から冷媒漏れの信頼性を向上させるため、図３（Ａ
）に示すように、鋳ぐるみ前の保持部品６の外周とハウジング素材内周面との接触境界面
となる保持部品６の外周に、中子８を形成する前工程若しくは後工程において、ハウジン
グ２と同等の材料にて溶射皮膜９を形成させる。溶射皮膜９はハウジング２の鋳造時にハ
ウジング２を形成する溶湯と接触することにより同質材料であるがために互いを密着させ
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る。従って、保持部品６の外周とハウジング素材内周との接触境界面の密着力が向上し、
冷媒漏れの信頼性を向上させることができる。
【００２２】
　この場合に溶射皮膜９を、図３（Ｂ）に示すように、ハウジング素材内周面との接触境
界面となる保持部品６の外周のみだけでなく、中子８を形成する前工程において、保持部
品６の外周面の全領域に形成してもよい。この場合においては、溶射皮膜９の上に冷却液
通路７を形成する中子８を形成する。中子８で覆われた領域の溶射皮膜９は、ハウジング
２の鋳ぐるみ成形後の中子８除去により、冷却液通路７に露出する。このため、冷却液通
路７は、その内壁面の全領域がハウジング２を構成する素材により形成されることとなっ
て、冷却液に保持部品６が直接接触することがなく、その腐食を防止することができる。
また、図３（Ｃ）に示すように、保持部品６の外周面だけでなく、その端面および内周面
の全領域に溶射皮膜９を形成する場合には、より一層保持部品６の腐食を防止することが
できる。
【００２３】
　本実施形態においては、第１実施形態における効果（ア）、（イ）に加えて以下に記載
した効果を奏することができる。
【００２４】
　（ウ）保持部品６は、その外周面に冷却液通路７を形成する中子８を保持させた状態で
、ハウジング２の鋳造型に据え付けて、ハウジング２の鋳造時に鋳ぐるみにより一体形成
して固定されることにより、その位置精度および形状精度が確保でき、また、鋳造型に保
持部品６を据え付けるだけで容易に位置出しを行うことが可能となり、製造コストを低く
抑えることができる。
【００２５】
　（エ）保持部品６は、その表面の少なくともハウジング２に鋳ぐるみにより一体固定さ
れる領域において、ハウジング素材と同等の材料により溶射皮膜９が形成されていること
により、溶射皮膜９はハウジング２の鋳造時にハウジング２を形成する溶湯と接触し同質
材料であるがために互いを密着させる。従って、保持部品６の外周とハウジング素材内周
との接触境界面の密着力が向上し、冷媒漏れの信頼性を向上させることができる。また、
溶射皮膜９を中子８で覆われる領域にも実施することにより、冷却液に保持部品６が直接
接触することがなく、その腐食を防止することができる。さらに、保持部品６の外周面だ
けでなく、その端面および内周面の全領域に溶射皮膜９を形成する場合には、より一層保
持部品６の腐食を防止することができる。
【００２６】
　（第３実施形態）
　図４～図７は本発明を適用した回転電機の冷却構造およびその製造方法の第３実施形態
を示し、図４は回転電機の冷却構造の第１実施例を示す要部断面図、図５および図６（Ａ
）,（Ｂ）は回転電機の冷却構造の第２実施例を示す要部断面図、図７（Ａ）～（Ｃ）は
回転電機の冷却構造の第３実施例を示す要部断面図である。本実施形態においては、保持
部品をハウジングの鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する改良した構成を第
２実施形態に追加したものである。なお、第１、２実施形態と同一装置には同一符号を付
してその説明を省略ないし簡略化する。
【００２７】
　図４に示す第１実施例の回転電機１の冷却構造においては、保持部品６をハウジング２
の鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する場合において、保持部品６のハウジ
ング素材と鋳ぐるみにより嵌り合う両端部分において、その板厚を端部から所定寸法（ハ
ウジング素材と嵌り合う長さ寸法より小さい寸法）に至る範囲で外径寸法を小さく形成す
ることで薄肉部６Ａを形成している。即ち、保持部品６の一般断面の板厚Ｂより薄肉部６
Ａの板厚Ａは薄く（Ｂ≧Ａ）形成している。なお、図示例は、ハウジング２の鋳造による
保持部品６の鋳ぐるみ後の状態を示すものであり、鋳ぐるみ前においては、第２実施形態
と同様に、保持部品６の外周には冷却液通路７を形成するための中子８が固定された状態
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で鋳造型に据え付けられる。
【００２８】
　この構成によれば、鋳ぐるみ時にハウジング素材の溶湯と接触する保持部品６の両端部
分の熱容量が薄肉部により小さくできる。このため、鋳ぐるみ時において、ハウジング素
材の溶湯と接触する保持部品６の薄肉部６Ａの温度上昇が大きくなる。このため、接触面
近傍のハウシング素材の溶湯温度との温度差が少なくなると共に、ハウジング素材の溶湯
をチル化させることなく、その温度低下を緩やかに抑えることが可能となる。結果として
、保持部品６の外周とハウジング素材内周との接触境界面の密着力が向上し、冷媒漏れの
信頼性を向上することが可能となる。
【００２９】
　また、本実施例によれば、保持部品６の両端の薄肉部６Ａと一般肉厚部分との板厚の差
による段差部分６Ｂがハウジング素材により鋳ぐるみされることにより、保持部品６が軸
方向に固定されて強固にハウジング２に固定される特徴を備えると共に、前記段差部分６
Ｂにより保持部品６の外周とハウジング素材内周との接触境界面の密着力が更に向上し、
より一層冷媒漏れの信頼性を向上することが可能となる。
【００３０】
　図５に示す第２実施例の回転電機１の冷却構造においては、保持部品６をハウジング２
の鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する場合において、保持部品６のハウジ
ング２と鋳ぐるみにより嵌り合う両端部分において、外周に突出する環状の突起１０を設
ける構成としている。なお、図示例は、ハウジング２の鋳造による保持部品６の鋳ぐるみ
後の状態を示すものであり、鋳ぐるみ前においては、第２実施形態と同様に、保持部品６
の外周には冷却液通路７を形成するための中子８が固定された状態で鋳造型に据え付けら
れる。
【００３１】
　この構成によれば、保持部品６の両端側に設けた突起１０が、鋳ぐるみ時にハウシング
素材の溶湯に包まれることにより、保持部品６が軸方向に固定されて強固にハウジング２
に固定される特徴を備えると共に、前記突起１０により保持部品６の外周とハウジング素
材内周との接触境界面の密着力が向上する。また、保持部品６の外周とハウジング２内周
との接触境界面に冷媒が浸透した場合においても、ハウジング素材に包まれた突起１０に
より冷媒のそれ以上の浸透を停止させ、冷媒漏れの信頼性を向上させることが可能となる
。
【００３２】
　前記環状の突起１０の形状は、図５に示すように、冷却液通路７に臨む側面で保持部品
６から直立しその反対側の側面が傾斜した構成とすることにより、冷媒の浸透を効果的に
停止させることができる。また、図６（Ａ）に示すように、左右の側面が傾斜した山形の
突起１０であっても冷媒の浸透を停止させることができる。また、図６（Ｂ）に示すよう
に、図５に示すと同様の形状の突起１０を２列に並べて配置することで、より一層冷媒の
浸透を効果的に停止させることができる。
【００３３】
　図７に示す第３実施例の回転電機１の冷却構造においては、保持部品６をハウジング２
の鋳造成型時に鋳ぐるみにより一体形成して固定する場合において、保持部品６のハウジ
ング素材と鋳ぐるみにより嵌り合う両端部分において、外周に突出する軸方向のリブ１１
を少なくとも一箇所以上に設ける構成としている。なお、図示例は、ハウジング２の鋳造
による保持部品６の鋳ぐるみ後の状態を示すものであり、鋳ぐるみ前においては、第２実
施形態と同様に、保持部品６の外周には冷却液通路７を形成するための中子８が固定され
た状態で鋳造型に据え付けられる。
【００３４】
　この構成によれば、保持部品６の両端側に設けた複数の軸方向のリブ１１が保持部品６
の剛性を向上させる。従って、鋳ぐるみ時にハウシング素材の溶湯に包まれ、ハウジング
素材溶湯が凝固収縮すると、保持部品６に応力が発生するが、保持部品６の破損を回避で
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き、保持部品６（両端側）とハウジング素材溶湯との密着性を確保することができる。こ
のため、冷却液通路７からの冷媒漏れの信頼性を向上させることが可能となる。
【００３５】
　前記軸方向のリブ１１は、図７（Ａ）に示すように、ハウジング素材に接触して鋳ぐる
みされる両端部分にのみ設けるのみでよいが、図７（Ｂ）に示すように、中子８で取巻く
領域にも連続して形成することにより、保持部品６の板厚寸法を全体的に薄肉に形成する
ことができる。また、図７（Ｃ）に示すように、第２実施例の環状の突起１０と組合わせ
ることにより、保持部品６の剛性を一層増加させることができると共に第２実施例の効果
も発揮させることができる。
【００３６】
　本実施形態においては、第１実施形態における効果（ア）、（イ）および第２実施形態
における効果（ウ）、（エ）に加えて、以下に記載する効果を奏することができる。
【００３７】
　（オ）保持部品６は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その板厚を一
般断面部より薄く形成されていることにより、保持部品６の両端部分の熱容量が薄肉部６
Ａにより小さくでき、鋳ぐるみ時において、ハウジング素材の溶湯と接触する保持部品６
の薄肉部６Ａの温度上昇が大きくでき、ハウジング素材の溶湯をチル化させることなく、
その温度低下を緩やかに抑え、保持部品６の外周とハウジング素材内周との接触境界面の
密着力が向上し、冷媒漏れの信頼性を向上することが可能となる。
【００３８】
　（カ）保持部品６は、鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、その外周部に
突出する環状の突起１０を備えることにより、突起１０が、鋳ぐるみ時にハウシング素材
の溶湯に包まれることにより、保持部品６が軸方向に固定されて強固にハウジング２に固
定される特徴を備え、保持部品６の外周とハウジング素材内周との接触境界面の密着力が
向上する。また、保持部品６の外周とハウジング２内周との接触境界面に冷媒が浸透した
場合においても、ハウジング素材に包まれた突起１０により冷媒のそれ以上の浸透を停止
させ、冷媒漏れの信頼性を向上させることが可能となる。
【００３９】
　（キ）保持部品６は、少なくとも鋳ぐるみにより一体固定される端部領域において、そ
の外周部に複数の軸方向リブ１１を備えることにより、鋳ぐるみ時にハウシング素材の溶
湯に包まれ、ハウジング素材溶湯が凝固収縮して保持部品６に応力が発生するが、保持部
品６の破損を回避でき、保持部品６（両端側）とハウジング素材溶湯との密着性を確保す
ることができる。このため、冷却液通路７からの冷媒漏れの信頼性を向上させることが可
能となる。
【００４０】
　（第４実施形態）
　図８～図１２は本発明を適用した回転電機の冷却構造およびその製造方法の第４実施形
態を示し、図８は回転電機の冷却構造の第１実施例を示す要部断面図、図９は第１実施例
のハウジング構造のみを示す断面図、図１０は回転電機の冷却構造の第２実施例を示す要
部断面図、図１１及び図１２は第２実施例のハウジング構造のみを示す断面図及び測面図
である。本実施形態においては、保持部品にベアリング保持壁を構成するハウジングの側
壁を一体化させて形成した構成を第１、２実施形態に追加したものである。なお、第１、
２実施形態と同一装置には同一符号を付してその説明を省略ないし簡略化する。
【００４１】
　図８，９に示す回転電機の冷却構造の第１実施例においては、回転電機１のハウジング
２は、略円筒状の周壁２Ａと、周壁２Ａの内周面に嵌合している薄肉円筒状の保持部品６
の一端(図中右端)に連ねて一体的に形成され、周壁２Ａの軸方向一端を閉塞する側壁２Ｂ
と、周壁２Ａの他端の開口内に嵌合して軸方向他端を閉塞する側壁２Ｃと、から構成して
いる。
【００４２】
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　即ち、薄肉円筒状の保持部品６は、ハウジング２の周壁２Ａの内周面の冷却液通路７を
構成する冷却溝７Ａを軸方向に跨いで周壁２Ａの内周面に嵌合しており、側壁２Ｂは薄肉
円筒状の保持部品６の一端(図中右端)に連ねて一体的に形成された円盤状の薄肉部品で形
成されている。なお、前記保持部品６のハウジング２の周壁２Ａ内面への固定方法は、第
１～３実施形態のいずれかの取付け方法により固定されている。
【００４３】
　前記ハウジング２の周壁２Ａは、その一端(図中右端)に一部が図示されている変速機ケ
ース２１の端部が結合され、また、その他端(図中左端)のフランジ２Ｄには図示しないエ
ンジン(シリンダブロック)が結合される。
【００４４】
　前記保持部品６及び側壁２Ｂは、有底円筒形状をなして一体に形成されており、鋳造以
外の薄肉金属板をプレス加工(深絞り加工)等による製造方法により形成することができる
。なお、図示例では、円筒状の保持部品６と円盤状の側壁２Ｂとを一体となるよう成形し
ているが、前記両者を別工程で形成した後、溶接等により一体化させて形成してもよい。
【００４５】
　前記周壁２Ａの内周面には、フランジ２Ｄ側において大径となりフランジ２Ｄから離れ
る側において小径となる段付部分２２が形成されている。側壁２Ｃは前記周壁２Ａの段付
部分２２を跨いで大径部と小径部とに嵌合する段付形状の外周部２３を備え、周壁２Ａに
対して段付端面同士を接触させることにより軸方向に位置決めされて、大径部の外周に配
置したシールリング２４によるシール状態で周壁２Ａに対して固定されている。
【００４６】
　前記側壁２Ｂ，２Ｃの内周端には、ベアリング４が保持され、回転軸３Ａが回転可能に
支持される。前記回転軸３Ａは、側壁２Ｃに設けたベアリング４に支持され、側壁２Ｃよ
り前端側に突出された中間軸３Ａ１と、中間軸３Ａ１の後端に溶接などにより一体に結合
されると共に側壁２Ｂに設けたベアリング４に支持され、外周にフランジ３Ｂを備えたフ
ランジ軸３Ａ２とにより構成されている。側壁２Ｃには中間軸３Ａ１の外周に接触するオ
イルシール２５が配置されている。
【００４７】
　前記保持部品６の内周面には、ステータコイル５Ａを保持する回転電機１のステータ５
の外周が圧入により取付けられている。また、ステータ５の内周には隙間を介在させてロ
ータ３が配置され、前記ロータ３は、前記回転軸３Ａのフランジ軸３Ａ２に設けたフラン
ジ３Ｂに連結・支持されている。
【００４８】
　前記ステータ５とロータ３とは、ハウジング２の周壁２Ａと薄肉金属板により形成した
両側壁２Ｂ,２Ｃとに囲まれた空間に収容され、両側壁２Ｂ,２Ｃ内周端のベアリング４に
より支持した回転軸３Ａの(図中左右方向の)軸方向端部のみが、ハウジング２から露出さ
せた状態で構成されている。なお、側壁２Ｃには、回転センサを構成するピックアップ手
段２６が配置されると共に、それに対向してフランジ軸３Ａ２の外周には複数の外周突起
を備えるピックアップロータ２６Ａが固定されている。
【００４９】
　前記ハウジング２のフランジ２Ｄ側の側壁２Ｃより前方(図中左側)の周壁２Ａ内の空間
には、回転軸３Ａとしての中間軸３Ａ１のスプラインを備える突出端が配置され、図示し
ないクラッチ機構がこのスプラインに連結して配置される。前記クラッチ機構は、図示し
ないエンジンのクランクシャフトと前記回転軸３Ａとの間での動力伝達を連結／遮断可能
に連結する。前記回転軸３Ａ(中間軸３Ａ１)の後端(図中右側)には、変速機の入力軸２７
がスプライン結合により連結されている。
【００５０】
　また、前記回転軸３Ａ(フランジ軸３Ａ２)の後端(図中右側)には、前記入力軸２７を取
囲む中空軸２８がスプライン結合され、中空軸２８の他端は変速機ケース２１の前端に配
置した油圧ポンプ２９に連結されている。即ち、３０は変速機のフロントカバー、３１は
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ポンプハウジングであり、油圧ポンプ２９は内接ギヤによる歯車ポンプを構成している。
前記ポンプハウジング３１には中空軸２８の外周に接触するオイルシール３２が配置され
ている。なお、図示された変速機は、前記油圧ポンプ２９による作動油圧により変速要素
が作動される有段若しくは無段の自動変速機である。
【００５１】
　一般に、鋳造により薄肉製品を形成する場合には、鋳造時の湯回りを確保するためには
、例えば、３ｍｍ以上の鋳造必要厚さ寸法を必要とする。このため、回転電機１の側壁２
Ｂを鋳造により形成する場合には、側壁２Ｂの厚さ寸法の制約から、回転電機１と変速機
との間隔を狭めることに限界があった。
【００５２】
　しかしながら、本実施形態の回転電機１においては、側壁２Ｂを円盤状の薄板で形成し
ているため、例えば、３ｍｍ未満とすることができ、回転電機１と変速機との間隔を狭め
ることができる。従って、エンジン、クラッチ機構、回転電機１、変速機からなる動力ユ
ニットの軸方向寸法を短縮することができ、車両へのレイアウトの制約を緩和することが
できる。
【００５３】
　しかも、側壁２Ｂは保持部品６と一体に形成されているため、部品点数を削減すること
ができると共に、保持部品６を周壁２Ａに第１～３実施形態のいずれかの取付け方法によ
り固定することにより、強固に周壁２Ａと一体化でき、その取付け強度も十分に確保する
ことができる。
【００５４】
　図１０～図１２に示す第２実施例の回転電機の冷却構造およびその製造方法においては
、第１実施例における回転電機１を構成する部材をユニット化して構成したものである。
即ち、ハウジング２を構成する周壁２Ａを外周壁２Ａ０と、内周壁２Ａ１との２重構造に
より形成している。そして、外周壁２Ａ０は、エンジン(シリンダブロック)と変速機ケー
ス２１とを連結する中間ケースとして構成される。また、内周壁２Ａ１は保持部品６に一
体となった側壁２Ｂと前端側の側壁２Ｃとで回転電機１のハウジング２を構成している。
【００５５】
　外周壁２Ａ０と内周壁２Ａ１との嵌合部位には、冷却液通路７を構成する冷却溝７Ａが
形成されている軸方向両側において、内周壁２Ａ１の外周面にＯリング３５等のシール手
段を挿入した一対の周溝３５Ａを形成して、シールしており、冷却液通路７へ冷媒を給排
させる、図示しない通路を内外周壁２Ａ０，２Ａ１を貫通させて設けるようにしている。
その他の構成は第１実施例と同様に構成している。
【００５６】
　この実施例の回転電機の冷却構造においては、回転電機１がユニット化されているため
、回転電機１単独で組立作業を実施することができ、大型部品となる周壁２Ａ(ここでは
外周壁２Ａ０)に回転電機１の各部品(側壁２Ｂ，２Ｃ、ステータロータ、回転軸等)を組
付けて組立作業を行う場合に比較して、容易に組立作業を行うことができ、組立作業性が
向上できる効果がある。
【００５７】
　本実施形態においては、第１～第３実施形態における効果（ア）～（キ）に加えて、以
下に記載する効果を奏することができる。
【００５８】
　(ク)保持部品６は、回転電機１のロータ３を、軸受け４を介して回転自在に支持する少
なくとも一方の側壁２Ｂを一体に連結して備える例えば、保持部品６及び側壁２Ｂは、薄
肉金属板により一体に形成されていることにより、部品点数を削減することができると共
に、保持部品６を周壁２Ａに固定することにより、強固に周壁２Ａと一体化でき、その取
付け強度も十分に確保することができる。
【００５９】
　しかも、側壁２Ｂを円盤状の薄板で形成しているため、例えば、３ｍｍ未満とすること
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ができ、回転電機１と変速機との間隔を狭めることができる。従って、エンジン、クラッ
チ機構、回転電機１、変速機からなる動力ユニットの軸方向寸法を短縮することができ、
車両へのレイアウトの制約を緩和することができる。
【００６０】
　(ケ)ハウジング２は、前記冷却溝７Ａを備えた内周壁２Ａ１と、前記冷却溝７Ａを閉塞
して内周壁２Ａ１の内周面に嵌合する保持部品６の軸方向端部に固定された一方の側壁２
Ｂと、前記内周壁２Ａ１の開口端に係合させて配置された他方の側壁２Ｃと、で構成され
、内部に、保持部品６の内周に保持させたステータ５と、ステータ５内周側において前記
両側壁２Ｂ，２Ｃに軸受け４により回転軸３Ａと共に回転可能に配置したロータ３と、を
収容して構成され、車両のクラッチ機構を収容して変速機の前方に配置される外側ハウジ
ングとしての外周壁２Ａ０内に嵌合配置されるものであることにより、回転電機１をユニ
ット化でき、回転電機１単独で組立作業を実施することができ、大型部品となる周壁２Ａ
(ここでは外周壁２Ａ０)に回転電機１の各部品(側壁２Ｂ，２Ｃ、ステータ５、ロータ３
、回転軸３Ａ等)を組付けて組立作業を行う場合に比較して、容易に組立作業を行うこと
ができ、組立作業性が向上できる効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】本発明の一実施形態を示す回転電機の冷却構造を備えた回転電機の断面図。
【図２】本発明を適用した回転電機の冷却構造の第２実施形態における保持部品および中
子を示す第１実施例の断面図。
【図３】同じく第２実施形態における回転電機の冷却構造の使用する保持部品および中子
の態様（Ａ）～（Ｃ）を示す第２実施例の断面図。
【図４】本発明を適用した回転電機の冷却構造の第３実施形態における回転電機の冷却構
造の第１実施例を示す要部断面図。
【図５】同じく第３実施形態における回転電機の冷却構造の第２実施例を示す要部断面図
。
【図６】同じく第３実施形態における回転電機の冷却構造の第２実施例の別の各例（Ａ）
、（Ｂ）を示す要部断面図。
【図７】同じく第３実施形態における回転電機の冷却構造の第３実施例の各例（Ａ）～（
Ｃ）を示す要部正面図および要部断面図。
【図８】本発明を適用した回転電機の冷却構造の第４実施形態における回転電機の冷却構
造の第１実施例を示す要部断面図。
【図９】図８に示す第１実施例の回転電機のハウジング構造を示す断面図。
【図１０】本発明を適用した回転電機の冷却構造の第４実施形態における回転電機の冷却
構造の第２実施例を示す要部断面図。
【図１１】図１０に示す第２実施例の回転電機のハウジング構造を示す断面図。
【図１２】図１１に示す第２実施例の回転電機のハウジング構造を示す背面図。
【符号の説明】
【００６２】
　１　回転電機
　２　ハウジング
　３　ロータ
　４　ベアリング
　５　ステータ
　６　保持部品
　７　冷却液通路
　８　中子
　９　溶射皮膜
　１０　突起
　１１　リブ
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